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公的統計の整備に関する基本的な計画 

（平成 21 年３月 13 日閣議決定）抜粋 

 

 

第２ 公的統計の整備に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 

３ 社会的・政策的なニーズの変化に応じた統計の整備に関する事項 

別表 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

(9)その他 ○ 医療施設調査及び患者調査について、記入

者負担の軽減及び統計調査の効率化の観点

から、医療機能情報提供制度やレセプトの電

子化等の推進状況を踏まえ、平成23年調査以

降への行政記録情報等の活用可能性につい

て検討する。 

厚生 

労働省 

平成23年調査

の企画時期ま

でに結論を得

る。 

 

 

第３ 公的統計の整備を推進するために必要な事項 

１ 効率的な統計作成 

（１）行政記録情報等の活用 

ア 現状・課題等 

統計調査に行政記録情報等を活用することは、近年の統計調査環境の変化への対

処、統計精度の維持・向上、報告者の負担軽減や統計作成の簡素・効率化にとって

極めて有効である。特に、近年、統計調査に対する国民や企業の協力が得られにく

くなってきており、また、統計調査員が高齢化しつつあるなど、統計調査を取り巻

く環境が厳しさを増していることから、行政記録情報等の活用による業務の効率化

は極めて重要な課題となっている。 

諸外国においては、統計作成に行政記録情報等が広く活用されているのに対し、

我が国では、他の行政機関等が保有する行政記録情報等を活用している例は極めて

少ない。その理由として、行政記録情報等の大半が各行政機関等の許認可や届出等

の事務として収集される情報であることから、行政記録情報等の保有機関（以下「保

有機関」という。）において、収集した情報を本来の収集目的以外に利用させること

について、収集対象である個人や企業からの理解や協力が得られず、結果的に収集

業務に支障が生じるのではないかとの危惧を持つことが挙げられている。 

このような背景の下で、統計法では、新たに統計作成への行政記録情報の活用を

推進するための法的な仕組みが整備された。 

今後、統計作成機関は、所管の統計調査に活用できる行政記録情報等を具体的に

調査し、統計法に規定する行政記録情報の提供要請の活用も含め、積極的に行政記

録情報等を活用していくことが必要である。 

また、行政記録情報等の活用の有用性とともに、統計作成に利用しても個人や企

業の情報が漏えいするおそれがないことなどの安全性を国民に十分理解してもらえ
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るよう努力することが必要となっている。 

 

イ 取組の方向性 

統計委員会における基本計画の審議において行政記録情報等の活用が有用と認め

られた統計調査や統計委員会の答申において「今後の課題」として行政記録情報等

の活用を検討すべきとの意見が付された統計については、行政記録情報等を積極的

に活用する方向で具体的な作業や課題解決に向けた検討を速やかに実施する。 

また、今後とも行政記録情報等の活用を推進していくため、統計調査の実施計画

の策定に当たっては、当該統計の整備に活用できる行政記録情報等の有無等につい

て事前に調査し、検討することを原則とする。 

さらに、秘密保持の確保を含む特別の法令の規定による制約など、保有機関が行

政記録情報等を提供することが困難とする合理的な理由が存在する場合、その代替

措置として、費用等を原則として統計作成機関が負担した上で、保有機関が統計作

成機関からの要望に対応したオーダーメード集計の形態による集計表の作成を行う

ことを原則とする。 

なお、行政記録情報等の活用の実現に向け具体的な検討を行う上で保有機関の協

力が不可欠であることから、関係府省は、保有機関における行政記録情報等の収集

業務への支障に対する危惧が解消されるよう、統計作成において行政記録情報等を

活用することの有用性や、統計作成に利用しても個人や企業の個別情報が識別され

るおそれはないことなどの安全性に関し国民に十分理解してもらうための具体的方

策を検討し、早急に実施する。 

 

別表 

項 目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期 

行 政 記録

情報 等の

活用 を検

討す べき

統計調査 

○ 漁業センサスへの漁船登録データの活用、

法人土地基本調査への固定資産課税台帳デ

ータの活用、医療施設調査への医療機能情報

提供制度の活用など、統計委員会の答申にお

いて検討することとされた統計調査につい

ては、答申に基づき行政記録情報等の積極的

な活用を検討する。 

関係府省 

（ 農林水

産省、国土

交通省、厚

生労働省

等） 

統計調査ごと

に次回調査の

企画時期まで

に検討し、結

論を得る。 

 

 


